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Ⅰ 組織の概要 

 
県の行政は、県という一つの地方公共団体が、地方自治の本旨に基づいて県民全体

の福祉の向上のために必要な組織や機構を備えて運営しています。 
千葉県の組織は、知事の所轄の下に、それぞれ明確な範囲の所掌事務と権限を有す

る執行機関によって系統的に構成されています。 
 
１ 知事部局 

知事に直属する知事部局は各部・課・局と各出先機関（支所等を含む。）に分か

れており、各部・局の名称と所掌する事務の概要は、次表のとおりです。 
部局名 所掌事務 部局名 所掌事務 

総 務 部 1．県の組織及び職員に関すること。 
2．議会及び県の行政一般に関すること。 
3．県の予算、税その他の財務に関するこ

と。 
4．市町村その他公共団体の行政一般に関

すること。 
5．文書に関すること。 
6．私学に関すること。 
7．その他他部の主管に属しないこと。 

商工労働部 1．商業及び鉱工業に関すること。 
2．新産業の創出に関すること。 
3．観光及びコンベンションの振興

に関すること。 
4．計量に関すること。 
5．労働に関すること。 

農林水産部 1．農業、林業及び水産業に関する

こと。 
2．食料の安定供給に関すること。 
3．農地関係の調整に関すること。 
4．土地改良に関すること。 
5．漁港に関すること。 

総合企画部 1．県の基本政策の立案に関すること。 
2．政策の評価及び総合調整に関するこ

と。 
3．広報、広聴及び統計並びに国際化に関

すること。 
4．男女共同参画に関すること。 

県土整備部 1．都市計画及び宅地開発に関する

こと。 
2．道路に関すること。 
3．河川に関すること。 
4．港湾（漁港を除く。）その他土木

に関すること。 
5．下水道に関すること。 
6．建築の指導に関すること。 
7．住宅に関すること。 
8．営繕に関すること。 

防 災 危 機 
管 理 部 

1．危機管理の総合調整に関すること。 
2．消防及び防災に関すること。 
3．高圧ガス等の保安に関すること。 

健康福祉部 1．健康の保持及び増進に関すること。 
2．社会福祉に関すること。 
3．社会保障に関すること。 
4．生活衛生に関すること。 
5．人権啓発に関すること。 

環境生活部 1．自然環境の保全に関すること。 
2．公害の防止に関すること。 
3．廃棄物の処理に関すること。 
4．スポーツ及び文化の振興に関するこ

と。 
5．消費生活の安定及び向上、青少年の健

全な育成、交通安全対策その他の県民

生活の向上に関すること。 

出 納 局 1．本庁の各課及び各かいの会計検

査に関すること。 
2．物品、現金及び有価証券の出納

及び保管に関すること。 
3．歳入歳出決算に関すること。 
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２ 公営企業 

公営企業は、県が直接住民の福祉の増進を目的として経営する企業を言います。 
公営企業は、独立採算を基礎とする経営体で、一定の権限を持った管理者を置き、

その事務を処理するため、必要な組織を設けています。 
県の各公営企業の名称と所掌する事務の概要は、次表のとおりです。 
公営企業名 所掌事務 

企 業 局 1．生活用水の供給等に関すること。 
2．工業用水の供給に関すること。 
3．保有土地及び施設の譲渡、貸付け又は管理等に関すること。 

病 院 局 1．県民の健康保持に必要な医療を高度で特殊な専門病院及び地域の中核的な病院において

提供すること。 

 
３ 委員会・委員 

委員会・委員は、独立の執行機関として、県の事務の一部を処理します。 
委員会・委員の名称と所掌する事務の概要は、次表のとおりです。 
委員会・委員名 所掌事務 

教 育 委 員 会 学校・その他の教育機関の管理、教職員の任免その他人事、教育財産の管理、   

その他社会教育、文化財の保存活用、生涯学習の振興など 

公 安 委 員 会 警察の行政及び運営の管理など 
 

選 挙 管 理 委 員 会 選挙の適正な管理執行など 
 

監 査 委 員 県の仕事が正しく合理的に行われているか、経費が有効に使われているかなどを

検査する事務など 

人 事 委 員 会 県職員の採用、給与勧告、措置要求・不服申立の審査に関する事務など 
 

労 働 委 員 会 中立公平な立場で、労働組合と使用者との間の問題を解決することなど 
 

海区漁業調整委員会 海における漁業生産力を発展させるための調整、指導をする事務など 
 

内水面漁場管理委員会 河川湖沼における漁業生産力を発展させるための調整、指導をする事務など 
 

収 用 委 員 会 土地収用法に基づく土地の収用、使用に関する裁決、その他の事務など 
 

 
４ 議会事務局 

議会には事務局が置かれ、事務局長以下の職員が議長の命を受け、議会の庶務を

行っています。 
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税 務 課

市 町 村 課

政 策 法 務 課
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疾 病 対 策 課
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高 齢 者 福 祉 課

多 様 性 社 会 推 進 課

危 機 管 理 政 策 課

防 災 対 策 課

消 防 課

産 業 保 安 課

健 康 福 祉 政 策 課

環 境 政 策 課

大 気 保 全 課

水 質 保 全 課
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温 暖 化 対 策 推 進 課
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県 税 事 務 所 （ 　 ） [ 支 所 （ ２ ） ] ・ 自 動 車 税 事 務 所 ［ 支 所 （ ４ ） ］
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旅 券 事 務 所

男 女 共 同 参 画 セ ン タ ー
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公 園 緑 地 課

用 地 課

道 路 計 画 課

道 路 整 備 課

道 路 環 境 課

河 川 整 備 課
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保 健 所 【 健 康 福 祉 セ ン タ ー 】 （ 　 ） ［ 支 所 （ １ ） ］ ・ 衛 生 研 究 所

児 童 相 談 所 （ ６ ） ［ 支 所 （ ２ ） ］ ・ 生 実 学 校 ・ 富 浦 学 園 ・ 女 性 サ ポ ー ト セ ン タ ー

障 害 者 相 談 セ ン タ ー （ ２ ） ・ 精 神 保 健 福 祉 セ ン タ ー

保 健 医 療 大 学 ・ 看 護 専 門 学 校 （ ２ ）
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中 　 学 　 校

高 等 学 校

特 別 支 援 学 校

教 育 事 務 所 （ 5 ）

（ 3 ）

（ 2 ）

（   ）

（ 　 　 ）

教 養 課

監 察 官 室

生 活 安 全 総 務 課

人 身 安 全 対 策 課

風 俗 保 安 課

少 年 課

組
織

犯
罪

対
策

本
部

運
転

免
許

本
部

総 務 課

情 報 管 理 課

広 報 県 民 課

会 計 課

装 備 課

留 置 管 理 課

警 務 課

厚 生 課

鉄 道 警 察 隊

刑 事 総 務 課

捜 査 第 一 課

捜 査 第 二 課

捜 査 第 三 課

鑑 識 課

（ 検 視 官 室 ）

生 活 経 済 課

サ イ バ ー 犯 罪 対 策 課

生 活 安 全 捜 査 隊

地 域 課

通 信 指 令 課

自 動 車 警 ら 隊

第 一 機 動 隊

第 二 機 動 隊

第 三 機 動 隊

（ 国 際 テ ロ 対 策 室 )

運 転 免 許 課

運 転 教 育 課

執 行 課

流 山 運 転 免 許 セ ン タ ー

公 安 第 一 課

公 安 第 二 課

（ 公 安 委 員 会 補 佐 室 ）

（ 取 調 べ 監 督 室 ）

（ 音 楽 隊 ）

（ 施 設 管 理 室 ）

（ 監 査 室 ）

（ 機 動 装 備 セ ン タ ー ）

公 安 第 三 課

警 備 課

外 事 課

交 通 総 務 課

交 通 指 導 課

交 通 捜 査 課

交 通 規 制 課

交 通 機 動 隊

高 速 道 路 交 通 警 察 隊

科 学 捜 査 研 究 所

機 動 捜 査 隊

組 織 犯 罪 対 策 課

薬 物 銃 器 対 策 課

捜 査 第 四 課

国 際 捜 査 課

（ 暴 力 団 対 策 室 ）

（ 薬 物 密 輸 対 策 セ ン タ ー ）

（ 特 殊 詐 欺 対 策 室 ）

（ 　 　 ）

議
会

・
各

行
政

委
員

会

（ 国 際 捜 査 情 報 セ ン タ ー ）

（ 駐 車 対 策 セ ン タ ー ）

（ 交 通 反 則 通 告 セ ン タ ー ）

（ 交 通 管 制 セ ン タ ー ）

（ 災 害 対 策 室 ）

（ 航 空 隊 ）

（ 少 年 セ ン タ ー ）

（ サ イ バ ー 捜 査 支 援 セ ン タ ー ）

（ 地 域 指 導 ・ 支 援 室 ）

（ 水 上 警 察 隊 ）

（ 犯 罪 捜 査 支 援 室 ）

（ 捜 査 実 務 研 修 所 ）

（ デ ジ タ ル 化 施 策 推 進 室 ）

（ 犯 罪 被 害 者 支 援 室 ）

（ 健 康 管 理 室 ）

（ 術 科 指 導 室 ）

（ 千 葉 県 警 察 国 際 化 対 策 セ ン タ ー ）

（ 犯 罪 抑 止 推 進 室 ）

成 田 国 際 空 港 警 備 隊

総 務 課

警 察 学 校

警 察 署 39

12
1
3
7
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Ⅱ 人事、勤務時間・休暇等の概要 

 

１ 人財開発（千葉県人財開発基本方針） 

千葉県では、職員一人ひとりを「無限の可能性を持ったかけがえのない財産（＝

人財）」として、職員が持つ価値観や強みを活かした多様なキャリア形成を支援  

するとともに、その能力を様々な手法を通じて開発しています。 
（１）日々の業務を通じて行われる能力開発 

職員は、日々の業務を行う過程で「人財」として成長していきます。仕事を通じ

て成長していくためには「目標設定」と「コミュニケーション」が不可欠な要素と

なります。これらの要素を含んだ能力開発のための基礎的なツールとして、人事 

評価制度を活用します。 
ア 目標による成長 

職員は、目指すべき職員像や県の理念・組織の目標を上司や職場のメンバー

と共有した上で、その中で自らが果たすべき役割を目標という形で明確にし、

その目標達成に向けた主体的で粘り強い取組や自主的学習を通じて、多くの 

ことを学びます。 
イ コミュニケーションによる成長 

業務遂行の過程では解決すべき課題が多くあります。孤軍奮闘では難しい 

状況でも、上司の適切な指導や職場のメンバーと力を合わせて課題解決を図る

ことで職場の課題解決力が向上し、職員の能力開発につながります。 
（２）人事施策による能力開発 

職員の人財としての価値は、職務経験を積むことによって高まります。そして 

多くの職務経験により広い視野からの判断力が養われます。また、一つの職務に長

く従事することにより専門性の向上が図られます。職員は、目指すべき職員像を踏

まえ、自己の価値観や能力等を把握し、自らのキャリアをデザインすることが大切

です。 
（３）学習（研修）による能力開発 

能力開発の主体は職員自身です。職員は、自分自身で能力開発を動機付け、自ら

の目標に向けて自分自身の成長をマネジメントしていくことが大切です。県が提供

する研修も上手に活用しながら、能力開発を行う機会を積極的に求め、受け身では

なく、自ら主体的に能力開発に取り組むことが必要です。 
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２ 人事評価制度 

  地方公務員法の規定に基づき、職員がその職務を遂行するに当たり発揮した能力

及び挙げた業績を評価する人事評価制度を実施し、これを任用、給与、分限その他

の人事管理の基礎として活用しています。 

（１）目的 

「千葉県人財開発基本方針」に基づき、職員の能力の一層の向上を図ること。 

（２）対象 

一般職の全ての職員 

（３）評価者 

１次評価者及び２次評価者による２段階の評価を実施 

（４）評価方法 

ア 能力評価 標準職務遂行能力（職位に応じて定める職員に求められる能力）

に対応した評価項目ごとに、職務を遂行する中で職員が発揮した能力の程度を

評価 

イ 業績評価 職員があらかじめ設定した業務目標の達成度等を評価 

（５）評価期間 

  毎年４月１日から翌年３月３１日まで 

（６）総合評価 

人事評価の結果の活用に当たり、能力評価と業績評価の結果を基に、「優秀」、 

「良好」等の評価区分を決定します。 

（７）人事評価の結果活用 

人事評価の結果は、能力開発、給与（昇給及び勤勉手当）及び任用（昇任・昇格

及び人事配置）に活用します。  
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３ 人事異動等 

（１）配 属 
新規採用職員は、本庁又は出先機関に配属されます。技術職は、各事業所や研究

機関に配属されることが多くあります。 
（２）条件付採用 

職員の採用は、すべて条件付となります。任用された職において６ヵ月を勤務し、

その間その職務を良好な成績で遂行したときに正式採用となります。 
（３）異 動 

本庁と出先機関の両方を経験しながら、4～5 年のサイクルで異動します。広く

県行政を経験するため、知事部局以外の企業局、病院局、教育庁などに配属される

場合もあります。 
なお、年に一度、全職員を対象に職員意向調査を行っており、その際に希望を  

申出ることができます。 
（４）昇 任 

主事（技師）で採用後、概ね、副主査には 29～31 歳、主査には早ければ 37 歳

～38 歳で昇任します（大学卒業後すぐに採用された場合）。 
 
４ 服務の原則 

  「服務」とは、県という組織が、その組織を維持し、その目的を統一的・能率的

に達成するため、その組織の一員である職員に要求される規律であり、主なものは

次のとおりです。 
（１）服務の根本基準［憲法第 15 条、地方公務員法（以下「地公法」）第 30 条］ 

職員は、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、かつ、職務の遂行に  

当たっては全力を挙げてこれに専念しなければならない。 
（２）服務の宣誓［地公法第 31 条］ 

新たに職員となる者は、採用された際に、公務員としての義務を果たすことを 

県民に宣誓しなければならない。 
（３）法令等及び上司の職務上の命令に従う義務［地公法第 32 条］ 

職員は、その職務を遂行するに当たって、法令、条例、地方公共団体の規則及び

規程にのっとり、かつ、上司の職務上の命令に従わなければならない。 
（４）信用失墜行為の禁止［地公法第 33 条］ 

職員は、住民の信頼を裏切って、その職の信用を傷つけ、品位を汚し、また、   

職員全体の不名誉となるような行為をしてはならない。 
（５）秘密を守る義務［地公法第 34 条］ 

職員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならず、また、退職後も同様の義務を

負う。 
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（６）職務に専念する義務［地公法第 35 条］ 
職員は、法律又は条例に特別の定めがある場合を除き、その勤務時間及び職務上

の注意力のすべてをその職責遂行のために用い、また、自分が勤務する地方公共  

団体がなすべき業務にのみ従事しなければならない。 
（７）政治的行為の制限［地公法第 36 条］ 

職員は、一定の政治的行為を制限されているが、これは、職員の政治的中立を  

保障することによって、地方公共団体の行政の公正な運営を確保し、あわせて、  

職員の利益を保護するのが目的である。 
（８）争議行為等の禁止［地公法第 37 条、地方公営企業等の労働関係に関する法律

（以下「地公労法」）第 11 条］ 
職員は、地方公共団体の正常な業務の運営を阻害したり、活動能率を低下させる

行為をしてはならず、また、外部からの働きかけも一切禁止されている。 
（９）営利企業等の従事制限［地公法第 38 条］ 

職員は、任命権者の許可を受けなければ、営利企業の役員等への就任、私企業の

経営、又は報酬を得て事業等に従事してはならない。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

飲酒運転は絶対禁止！ 

千葉県では、県をあげて飲酒運転の根絶に積極的に取り組んでおり、職員が

飲酒運転により交通事故を起こした場合は懲戒免職、また、交通事故に至ら  

ない場合（飲酒運転で検挙など）や、同乗していた職員、飲酒をすすめた職員

についても、懲戒免職等の厳しい処分となります。 
「お酒を飲むなら車は置いていく」、「車の運転をするのであれば、お酒は  

飲まない」を厳守してください。 

インターネット上での不適切な行為は厳禁！ 

安易な気持ちで行ったことが、守秘義務違反などの重大な法令違反につなが

ることもあり、これにより、本人への厳しい懲戒処分だけでなく、家族や職場

にも大きな影響を及ぼすことになります。 
ＳＮＳなどに、職務上知り得た情報を書き込むこと等は厳禁です。 
《インターネット上での不適切な行為（例）》 
 ○職務上知り得た秘密を SNS やブログ等に書き込む行為 
 ○わいせつ、児童ポルノ等の画像を送信・掲載する行為 
 ○他者を差別若しくは誹謗中傷するような行為 
 ○著作権等の知的財産権を侵害する行為 
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５ 勤務時間 

勤務時間等については、交替制等勤務を除き、次のようになります。 
（１）勤務時間 

個々の職員が勤務に服する時間をいいます。一般の職員について、手続を行わ 

ない場合は、原則 8:30～17:15（A 勤務）です。 
なお、多様で柔軟な働き方として、時差出勤制度やフレックスタイム制を導入 

しているほか、テレワークやワーケーション（余暇とテレワークを組み合わせた 

働き方）を推進しています。 
時差出勤制度 次の勤務時間を選択することができます。 

・7:30～16:15（朝型Ⅰ勤務）  ・9:00～17:45（B 勤務） 
・8:00～16:45（朝型Ⅱ勤務）  ・9:30～18:15（C 勤務） 
・8:15～17:00（早出勤務） 

フレックス 

タイム制 
原則４週間の単位期間の中で、１週間当たりの平均勤務時間が３８時間  

４５分となるよう勤務時間を柔軟に割り振ることができます。 
また、総労働時間が変わらないまま、１週間に１日を限度として、土日以外

に、週休日を設定することもできます。 

（２）休憩時間 
職員を仕事から切り離して休息させ、労働による疲労の回復と労働の負担を軽減

させるためのもので、勤務時間には含まれません。 
休憩時間は、原則 12:00～13:00 の 1 時間です。 
なお、育児、介護、遠距離通勤、障害等の事由がある職員は、休憩時間を 12:00

～12:45 の 45 分とする特例措置の申出を行うことができます。 
また、障害のある職員は、1 時間又は 45 分の休憩時間を分割して 2 つの時間帯

に置くことができます。 

 8:30 17:15

9:30 12:00 12:45
Ｃ勤務

（特例措置）

18:00

12 ２時間３０分 休憩45分 ５時間１５分

9:00 12:00 12:45 17:30

11 ３時間 休憩45分 ４時間４５分
Ｂ勤務

（特例措置）

8:30 12:00 12:45 17:00

10 ３時間３０分 休憩45分 ４時間１５分
Ａ勤務

（特例措置）

16:45

9 ３時間４５分 休憩45分 ４時間
早出勤務
（特例措置）

8 ４時間 休憩45分 ３時間４５分

8:15 12:00 12:45

朝型Ⅱ勤務
（特例措置）

8:00 12:00 12:45 16:30

7:30 12:00 12:45 16:00

7 ４時間３０分 休憩45分 ３時間１５分

9:30 12:00 13:00

朝型Ⅰ勤務
（特例措置）

18:15

6 Ｃ勤務 ２時間３０分 休憩60分 ５時間１５分

9:00 12:00 13:00 17:45

5 Ｂ勤務 ３時間 休憩60分 ４時間４５分

8:30 12:00 13:00 17:15

4 Ａ勤務 ３時間３０分 休憩60分 ４時間１５分

8:15 12:00 13:00 17:00

3 早出勤務 ３時間４５分 休憩60分 ４時間

16:45

2 朝型Ⅱ勤務 ４時間 休憩60分 ３時間４５分

1 朝型Ⅰ勤務 ４時間３０分 休憩60分 ３時間１５分

8:00 12:00 13:00

7:30 12:00 13:00 16:15
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６ 休 日 

（１）県の休日［千葉県の休日に関する条例］ 
平成 4 年から、完全週休二日制の実施により、次に掲げる日は県の休日とし、県

の機関の執務は原則として行なわないこととされています。 
「県の休日」とは、組織体としての県が、原則として執務体制をとらない日であ

り、個々の職員の休みとは異なるものです。個々の職員の休みは、勤務時間条例第

9 条（休日）及び勤務時間条例第 3 条（週休日）により規定されています。 
ア 日曜日及び土曜日 
イ 祝日法に規定する休日 
ウ 12 月 29 日から翌年の 1 月 3 日までの日（祝日法に規定する休日を除く） 

（２）職員の休日［勤務時間条例第 9 条］ 
ア 職員の休日は、次のとおりです。 
（ア）祝日法に規定する休日 
（イ）12 月 29 日から翌年の 1 月 3 日までの日（祝日法に規定する休日を除く） 
イ 職員は、上記アの休日には、特に勤務することを命ぜられない限り、正規の

勤務時間においても勤務することを要しません。 
 
７ 休 暇 

休暇の種類は、次のとおりです。 
（１）有給休暇 

年次休暇※ 事由に限らず取得可能で、毎年度付与されるものです。 

翌年度に限り繰り越しができます。 

療養休暇 負傷又は疾病のため療養が必要な場合に付与されるものです。 

特別休暇 社会通念、習慣、母性保護等を根拠に付与されるものです。 

主な特別休暇としては次のとおりです。 

職員の結婚、子育て休暇、女性職員の出産、配偶者の育児参加、忌引、 

父母の祭日、夏季休暇、ボランティア休暇、育児休暇、リフレッシュ休暇 

※年次休暇［労働基準法第 39 条、勤務時間条例第 12 条、勤務時間規則第 7 条］ 
①年次休暇は、一の年度について、4 月 1 日に在職する職員に対しては 20 日を、 

4 月 2 日以降新たに採用された職員に対しては、次表に掲げる日数が与えられます。 
採  用  月 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 
年休付与日数 20 18 17 15 13 12 10 8 7 5 3 2 

②年次休暇は、1 日又は 1 時間を単位として与えられます。  
（２）無給休暇 

看護休暇 日常生活を営むのに支障がある者の看護をする場合に 

付与されるものです。 
組合休暇 職員団体の業務に従事する場合に付与されるものです。 
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８ 休業制度等 

（１）育児休業・部分休業・子育て部分休暇 
  子を養育するため、一定期間休業すること又は１日の勤務時間の一部を勤務しな

いことを認める制度です。 
休業名 対象となる子の年齢 休業の単位、期間 

育児休業 出生の日から満３歳に

達する日まで 
1 日単位で連続する一つの期間 

部 分休 業・

子育て部分休暇 
出生の日から小学校 

３年生まで 
取得しようとする期間について、勤務時間の始め

又は終わりに 30 分を単位として 2 時間まで 
 
（２）育児短時間勤務 
  子を養育するため、週３８時間４５分より短い勤務時間で勤務することを認める

制度です。 
対象となる子の年齢 勤務形態 

出生の日から小学校就

学の始期に達するまで 

次のいずれかにより、職員が希望する日・時間帯に勤務可能。 
週 19 時間 35 分 1 日 3 時間 55 分×週 5 日 
週 24 時間 35 分 1 日 4 時間 55 分×週 5 日 
週 23 時間 15 分 1 日 7 時間 45 分×週 3 日 

週 19 時間 25 分 1 日 7 時間 45 分×週 2 日＋ 
1 日 3 時間 55 分×週 1 日 

 

 
（３）配偶者同行休業 
  有為な職員の継続的な勤務を促進するため、外国で勤務等をする配偶者と外国に

おいて生活を共にするための休業制度です。 
 
※ この他、自己啓発等休業、修学部分休業等があります。 
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９ 次世代育成支援対策等 

（１）千葉県職員仕事・子育て両立支援プラン 
職員が仕事と家庭を両立させ、いきいきと意欲的に仕事に取り組むとともに、

次代を担う子どもを安心して健やかに産み育てることができる環境を整備する

ため、次世代育成支援対策推進法に基づき、職員を雇用する事業主の立場から特

定事業主行動計画として「千葉県職員仕事・子育て両立支援プラン（第２期）」

を策定し、職員の次世代育成支援対策に取り組んでいます（平成２７年３月策定、

令和２年３月後期改定）。 
この支援プランを通じた取組により、職員がいきいきと意欲的に職務に取り組

むため、仕事と家庭の両立、また、仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バラン

ス）のとれた働き方の出来る環境の整備を目指しています。 

プランは、千葉県庁ホームページで公開しています。 

https://www.pref.chiba.lg.jp/soumu/jinji/ryouritsu.html 

（２）千葉県女性職員活躍推進プラン 

   平成２７年８月に成立した「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」

において、女性の職業生活における活躍とは「自らの意思によって職業生活を

営み、又は営もうとする女性がその個性と能力を十分に発揮して職業生活にお

いて活躍すること」と定義されており、本県においても、すべての女性職員が、

その役職や職場を問わず、個性、能力が発揮されることを目指す必要がありま

す。 

   そこで、法に基づく「第２期 千葉県女性職員活躍推進プラン」（令和３年４

月策定）では、事業主として、女性活躍の観点から、女性職員の採用、登用、

職域拡大や、仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の取組みを一層

進めることで、女性職員が、より個性と能力を発揮できる環境とすることを目

指しています。プランは、千葉県庁ホームページで公開しています。

https://www.pref.chiba.lg.jp/soumu/jinji/jyoseishokuinn-katsuyakusuish

in.html 

（３）旧姓使用 
千葉県では、男女共同参画社会に向けた取り組みとして、職員が個性と能力を

一層発揮できる職場環境とするため、法令等に抵触するおそれがなく、また、職

務上特に支障がないと認められる場合について、職員が婚姻等により改姓した後

も、旧姓を使用することを認めています。 
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１０ 障害のある職員に対する支援 

障害のある職員は、障害者雇用促進法に基づき、職員の能力の有効な発揮の 

支障となっている事情を改善するために必要な措置（合理的配慮）を受けること

ができます。県では、障害のある職員が活躍しやすい環境づくりとして、以下の

ような支援メニューを用意しています。 

（１）職場支援員 

障害のある職員が安心して職務に取り組むことができるよう、仕事や職業生活

に関する指導・助言等を行う「職場支援員」を置くことができます。 

※職場支援員は、障害のある職員からの希望により、所属長が、所属内の職員 

（上司・同僚）の中から指名します。 

（２）勤務時間 

・時差出勤制度及びフレックスタイム制を利用することができます（10 ページ

「５ 勤務時間」参照）。 

・休憩時間を 60 分から 45 分に短縮し、退勤時刻を 15 分早めることができます。 

・休憩時間を「12:00～13:00 の時間帯」と「それ以外の時間帯」に分割して利用

することができます。 

《分割の方法》 

・休憩 60 分の場合…「45 分＋15 分」又は「30 分＋30 分」 

・休憩 45 分の場合…「30 分＋15 分」 

（例）「12:00～13:00」→「12:00～12:45」＋「15:00～15:15」に分割 

（３）相談窓口 

職場内での解決が困難な課題等については、任命権者ごとに設置している相談

窓口の相談員に相談することができます（34 ページ「（６）障害のある職員の  

サポート相談窓口」参照）。 

 



≪子育て支援にかかる休暇等の制度一覧≫

　　　　　　 　※　　　は、男性職員が利用できる休暇等です。

付与要件、時期 期間（日数、時間） 付与単位 備考

職員が、３歳未満の子を
養育する場合

連続する一の期間 日

職員が、小学校就学前の子を養
育する場合

勤務時間の始め又は
終わりにおいて２時間

３０分

職員が、小学校就学後から満９
歳に達する年度末までの子を養
育する場合

勤務時間の始め又は
終わりにおいて２時間

３０分

職員が、小学校就学前の子を養
育する場合

・配偶者の就業状況に
関わらず取得できる
・給料は勤務時間に応じ
た額
・年休日数調整有

出生サポート休暇
不妊治療に係る通院等のため勤
務しないことが相当であると認め
られる場合

５日（体外受精又は顕
微授精に係るものであ
る場合は１０日）

日又は時間

母親学級又は
父親学級への参加

所定単位のコース受講に必要な
時間

在職中１回１か所 日又は時間

妊娠中の通勤時に
おける母体又は
胎児の健康保持
《通勤緩和》

時間

妊娠中の休息又は
補食
《休息又は補食》

時間

つわりその他の
妊娠に伴う障害
《つわり休暇》

悪阻等妊娠障害により勤務が著しく
困難な時

１４日 日、時間 診断書不要

妊娠満２３週まで ４週間に１回

妊娠満２４週から満３５週 ２週間に１回

妊娠満３６週から出産 １週間に１回

出産後１年以内 １回

女性職員の出産 日又は時間

配偶者の
育児参加

産前８週（多胎妊娠の場合は産前１
４週）から産後1年の出産に伴う世話
及び子の養育

７日 日、時間
対象となる子の範囲は、
当該出産に係る子又は
小学校就学前の子

１歳６月未満の子の育児
1日2回まで、1日を
通じて120分の範囲内

１回３０分、４５分、
６０分、７５分、
９０分、１２０分

１歳６月から３歳未満の子の育児
1日2回まで、1日を
通じて60分の範囲内

１回３０分、４５分、
６０分

子育て休暇

義務教育終了前（障害者手帳等の
交付を受けている場合は１８歳まで）
の子の看護、健康診査、健康診断、
予防接種等、学校等行事に参加す
る場合、災害時に子の引取りを要請
されている場合

職員1人につき1の年度
において7日
（対象となる子が2人
以上の場合10日）

日、時間

例:入学(園）式、卒業(園）
式、授業(保育）参観、懇談
会、家庭訪問、運動会、体育
大会、学習発表会、入学説
明会、面談(二者含む）

所属長が公務に支障が
無いと認めた場合

所属長が公務に支障が
無いと認めた場合

妊産婦の勤務制限

深夜勤務の制限
配偶者が夜間常に病気、就
業などで育児が不可能な場
合

休暇等の種類

育児休業
・配偶者の就業状況に
関わらず取得できる
・無給。ただし、育児休業
は、共済組合から手当金
の支給あり

部分休業

子育て部分休暇

育児短時間勤務

・週19時間35分（3時間55分×5日）
・週24時間35分（4時間55分×5日）
・週23時間15分（7時間45分×3日）
・週19時間25分（7時間45分×2日
　　　　　　　　　　　　　＋3時間55分×1日）
で希望する曜日・時間帯に勤務
（承認は１月以上１年以下(延長可)）

特
 
 
 
 
 

別
 
 
 
 
 

休
 
 
 
 
 

暇

１日を通じて１時間を超えない範囲内で
必要と認められる時間

医師等からの指導があり、必要とされる時間

妊産婦の保健指導
又は健康診査に伴う
休暇
《妊産婦健診》

日又は時間
医師の特別の指示が
あった場合は、その指示
の回数

産前産後８週間
（多胎妊娠の場合は産前１４週間）

職員の生後満3年に
達しない子の育児
《育児休暇》

男性職員は配偶者の産前
産後8週間(多胎の場合
産前14週間）の期間、又は
配偶者が子の育児を
できない場合取得できる

時差出勤及び
休憩時間の特例措置

複数の勤務区分の中から、勤務時間を選択することができる。
※育児等の事情がなくとも利用可能
中学校就学前の子の育児又は看護を行う職員等は、
休憩時間を45分とする特例措置を申し出ることができる。

フレックスタイム制
原則４週間を単位とする総労働時間（１５５時間）の中で、勤務時間を
柔軟に割り振ることができる。※育児等の事情がなくとも利用可能

　
勤
務
制
限

妊産婦（妊娠中の女性職員及び産後1年を経過しない女性職員）
は、時間外勤務又は休日勤務をしないことを請求できる。
また、深夜勤務（午後10時から翌日の午前5時）の制限を請求できる。

時間外勤務の
免除・制限

3歳に満たない子の育児又は看護を行う職員は、
時間外勤務の免除を請求できる。

所属長が公務に支障が
無いと認めた場合

小学校就学前の子の育児又は看護を行う職員は、
月24時間、年150時間を超える時間外勤務の制限を請求できる。

小学校就学前の子の育児又は看護を行う職員は、
深夜勤務（午後10時から翌日の午前5時）の制限を請求できる。
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Ⅲ 研修等の概要 

 

県では、『千葉県人財開発基本方針』に基づき、職員の能力開発に積極的に取り  

組んでいます。 
 

１ 職員能力開発センター研修 
（１）若手職員育成研修 

入庁から１０年目までの期間に、在職期間に応じて理解しておくべき基礎的な知

識及び技能等を習得させるとともに、若手職員自らが将来のあるべき姿を思い描き、

その実現に向けて主体的に能力開発に取り組めるような機会を設けることを目的

として、新規採用職員研修や年度中途採用者を対象とした新規採用職員基礎研修の

ほか、入庁２年目、５年目、１０年目の各段階での研修を実施しています。 
（２）職務別研修 
  職務の遂行に必要な一般的な知識及び技能等を習得させることを目的として、 

主査級から部長級を対象とした研修まで、それぞれの職務に固有の役割及び責任の

度に応じて実施しています。 
（３）パワーアップ研修 

職員の意欲向上と能力開発に必要な知識及び技能等を習得させることを目的と

して実施する研修です。この研修は、職員自身が今後の能力開発の方向を所属長等

と相談し、希望する課程を選択して参加するものです。 
「コミュニケーション力向上」、「マネジメント力向上」、「政策形成力向上」、「業

務効率向上」及び「専門能力向上」の５コースで実施しています。 
（４）特別研修 

  県政が直面している重要な課題等をテーマとして取り上げて実施する研修です。 

  今年度は著名人による特別セミナーや、コンプライアンス研修などを実施してい

ます。 

 

２ 自主的学習 

職員は、目指すべき職員像を踏まえ、現在の自分の強みや弱みを知り、将来の  

ありたい自分に成長できるよう自らの能力開発を動機付け、自発的・計画的に学習

することが必要です。職員能力開発センターでは自主研究グループ活動支援事業な

ど、職員の自主的学習を推進するため支援を行っています。 

 

３ 職場学習（ＯＪＴ） 

各職場の所属長等が所属職員を対象に、職務に関する知識や技能等の習得、業務

における課題解決などを目的に実施し、職員の能力開発と職場の活性化を進めます。 
 職場学習（ＯＪＴ）には、①職場内の個別指導、②職員間の相互学習、③所属内

で実施する集団学習、の３つがあります。 
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４ 部局研修 

職員の業務の遂行上必要な知識及び技能等を習得させることを目的として、部局

長等が実施する研修です。 
部局研修は、職員能力開発センター研修とも連携し、職員による自主的学習と 

職場における能力開発を推進・支援し、職員の能力開発を行います。 
 
５ 派遣研修 

  県の組織とは別の組織で業務を行い、様々な体験をすることは、職員の意識改革

や能力開発に効果的であり、従来の仕事の取り組み方や組織風土に新しい風を吹き

込むことにもつながります。また、県の組織では得られない専門的な知識やノウ 

ハウを習得する絶好の機会となります。 

  そのため、民間企業や国、その他の研修機関等に職員を派遣して研修を実施して

います。 

（１）長期海外派遣研修 
職員を長期にわたり海外に派遣し、県行政に関連する諸施策についての海外状況

を調査研究させることにより、職員の視野を広め、資質の向上を図り、もって県行

政の高度かつ効率的な運営に資することを目的とします。 
派遣期間は１～２年程度であり、主な派遣先は、 (独 )日本貿易振興機構    

（ジェトロ）です。 
この他、職員自ら発案した研修課題等の解決のため、職員を短期間（２週間以内）

海外に派遣する研修も実施しています。 
（２）民間企業研修 

職員を企業等に派遣し、その経営感覚や経営の実態を体験的に学習させることに

より、職員の意識の改革と資質の向上を図り、もって県行政の効率的な運営に資す

ることを目的とします。 
派遣期間は１～２年程度であり、主な派遣先は、(株)千葉銀行、イオンモール(株)、

東日本旅客鉄道(株)です。 
（３）国との交流 

職員を国の機関に派遣し、国における各種業務を経験させることにより、職員の

視野を広め、資質の向上を図り、もって県行政の進展に寄与することを目的としま

す。 
派遣期間は１～２年程度であり、主な交流先は、総務省、経済産業省、国土交通

省等です。 
 
６ メンター制度 

  新規採用職員が円滑に職場や業務に適応できるようにするため、先輩職員にいつ

でも相談できる体制を整え、先輩職員の経験や知識によって新規採用職員を支援 

する制度を実施しています。 
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Ⅳ 給与の概要 

 

１ 給与決定の原則 

給与を含む県職員の勤務条件は、地方公務員法により、社会一般の情勢に適応 

するように、地方公共団体が随時措置を講ずべきこと（情勢適応の原則）とされて

います。さらに、給与の決定については、職務給の原則、均衡の原則、条例主義の

３原則が定められています。 
① 職務給の原則・・・給与は、職務と責任に応ずるものでなければならない 
② 均衡の原則 ・・・給与は、生計費並びに国及び他の地方公共団体の職員

並びに民間事業の従業者の給与その他の事情を考慮

して定められなければならない 
③ 条例主義  ・・・給与は、条例で定めなければならず、また、法律又は

これに基づく条例に基づかない限り支給することが

できない 
 

２ 人事委員会の給与勧告制度 

県職員は労働基本権が制約されているため、民間企業の従業員とは異なり、労使

交渉による給与決定が困難です。そこで、専門的・中立的機関として県に設置され

ている人事委員会が、毎年、県内の民間企業従業員の給与等を調査した上で、民間

の給与水準等との均衡が図られるよう給与勧告（人事委員会勧告）を行っています。

この人事委員会勧告をうけて具体的な職員給与の改定方針を決定し、県議会の審議

を経て、給与条例の改正が行われます。 
 
３ 県職員の給与 

県職員の給与は、給料と諸手当からなり、その概要は次のとおりです（令和６年

８月１日現在）。 

（１）給 料 

 給料表  

給料はいわゆる基本給であり、職種に応じた給料表が定められています。 
給 料 表 職       種 

行政職給料表 一般行政事務に従事する職員等に適用 
研究職給料表 研究センター等で試験研究業務に従事する職員に適用 

医療職給料表（二） 健康福祉センター、家畜保健衛生所等に勤務する薬剤師、獣医

師、臨床検査技師等である職員に適用 
医療職給料表（三） 健康福祉センター等に勤務する保健師等である職員に適用 

福祉職給料表 児童福祉施設等に勤務し、入所者の指導、保育、介護等の業務

に従事する職員に適用 
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 給料表の仕組み  

各給料表は、職務の複雑、困難、責任の度合いに応じた「職務の級」と、   

同一級を細分化し、職務経験年数による習熟度等を反映させた「号給」との  

組み合わせによって構成されています。各職員の給料は、適用される給料表、

職務の級及び号給が決定されることにより、具体的な金額が決まります。 

（行政職給料表の例）                    

                            

 職務の級  

・職務の複雑、困難及び責任の

度に応じて区分するもの 

・級別の標準職務 

級 標準的な職務 

１級 主事、技師 

２級 主事、技師 

３級 副主査 

４級 係長、主査 

５級 班長、副主幹 

６級 副課長、主幹 

７級 課長 

８級 次長 

９級 担当部長 

10 級 部長 

・上位の職務へ任用されること

に伴い職務の級が上昇する 

（昇格） 

 号給  

・同一級をさらに細分化し、職務経験年数による習熟度等を給料に反映させるもの 

・毎年４月１日に同日前１年間の勤務成績に応じ号給が上昇する（昇給） 

昇
給 

昇
給 

４月１日採用の新卒職員の

場合 

・採用時の給料（初任給） 

上級 １級29号給 

中級 １級19号給 

初級 １級９号給 

・翌年４月１日の給料 

勤務成績が良好（標

準）の場合は４号給上

位の号給に昇給 

上級 １級33号給 

中級 １級23号給 

初級 １級13号給 

昇
給 

中級初任給 

初級初任給 

上級初任給 
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 初任給  

新たに採用された職員の給料（初任給）は、職種、試験区分、学歴免許等に

応じ基準が定められています。 
 
（初任給基準の例）                 

給料表 職  種 試験 学歴免許等 級及び号給 給料月額 

行 政 職 一 般 

上級 （大学卒） １級29号給 202,400 円 

中級 （短大卒） １級19号給 184,600 円 

初級 （高校卒） １級９号給 170,900 円 

研 究 職  上級 （大学卒） ２級５号給 220,900 円 

医療職(二) 
獣医師・薬剤師  大学６卒 ２級17号給 225,500 円 

臨床検査技師など  短大３卒 １級21号給 198,800 円 

医療職(三) 保健師など  大学卒 ２級17号給 234,800 円 

福 祉 職 児童指導員など  
大学卒 １級25号給 208,700 円 

短大卒 １級15号給 195,100 円 

 

また、上位の学歴又は一定の職務経験を有する場合には、一定の基準で算出

された号数を加算した号給に決定されます。 
 

 昇 給  

職員の昇給は、原則として年１回、４月１日に同日前１年間の勤務成績に応じて

行われます。なお、給料表の最高の号給を超えて昇給することはありません。 
 
（昇給の基準） 

総合評価の結果 昇 給 号 給 数 

優秀 ５号給 

良好（標準） ４号給 

努力が必要 ２号給 

かなりの努力が必要 ０号給（昇給なし） 

※ 上記は副課長・主幹級以下及び 55 歳未満の職員の場合です。 

※ 療養休暇、休職、欠勤などにより勤務日の６分の１以上の日数を勤務していない職員は、

３号給以下の昇給号給数となります。 
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（２）諸手当 

諸手当は、職務に関連して支給されるもの、生計費の一部を補助するために支給

されるもの、人材確保のために支給されるものなど、さまざまなものがあります。

以下では、主要な手当について説明します。 

 

 地域手当  

地域における民間の賃金水準等を考慮し、勤務地に応じて支給されます。 
 

（  給料  ＋  扶養手当  ）×  支給割合  

 

 

 

 

 

 

 扶養手当  

扶養親族のある職員に、その親族の別により次のとおり支給されます。 

扶 養 親 族 支 給 月 額 

・配偶者 ６，５００円  

・２２歳の年度末までの子 １０，０００円  

・２２歳の年度末までの孫又は弟妹 

・６０歳以上の父母及び祖父母 

・重度心身障害者 

各６，５００円  

※ 16 歳の年度初めから 22 歳の年度末までの子については、１人につき 5,000 円が

加算されます。 

 

 住居手当  

職員本人が契約した賃貸住宅（職員住宅・寮を除く）に自ら居住し、家賃を

自身で支払っている職員に次のとおり支給されます。 

 

【支給月額】 

     ・27,000 円以下の家賃を支払っている場合   

家賃の額－16,000 円 

・27,000 円を超える家賃を支払っている場合  

11,000 円＋（家賃の額－27,000 円）×1/2 

   

 

区分 支給割合 勤 務 地 

甲 地 17.2％ 特別区（東京都） 

乙 地 9.2％ 県内市町村 

17,000 円限度 
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 通勤手当  
通勤のため、電車等の交通機関を利用する職員、自動車又はバイク等を使用

する職員に次のとおり支給されます。 
 

通 勤 手 段 手 当 額 支給方法 支 給 日 

交通機関利用者 
運賃等相当額 

（６か月定期券代等） 

５月～10月分の定期券代 ４月の給料日 

11月～４月分の定期券代 10 月の給料日 

自動車等使用者 使用距離に応じた一定額 １か月当たりの額 毎月の給料日 

※ ４月１日採用者の場合、４月の支給日に６か月定期券代（５月から10月分）と併せ

て１か月定期券代（４月分）が支給されます。 

 

 時間外勤務手当・休日勤務手当  

正規の勤務時間を超えて勤務することを命ぜられ勤務した場合には、時間外

勤務手当が支給されます。また、祝日や年末年始の休日の正規の勤務時間中に

勤務することを命ぜられ勤務した場合には、休日勤務手当が支給されます。 
 

 勤務１時間当たりの給与額  ×  支給割合  ×  勤務した時間数  

 
手  当 勤 務 し た 時 間 支給割合 

時間外勤務手当 

月曜～金曜 
深夜以外の時間 125/100 

深夜(22:00 ～翌 5:00) 150/100 

土曜、日曜 

（週休日） 

深夜以外の時間 135/100 

深夜(22:00 ～翌 5:00) 160/100 

休 日 勤 務 手 当 正規の勤務時間 135/100 

※ 上記は、夜勤等のない通常の勤務形態の職員の場合です。 

※ 休日において、正規の勤務時間を超えて勤務した場合、その超えた部分については

時間外勤務手当が支給されます（時間外勤務手当の「土曜、日曜」の区分の支給割合

が適用されます。）。 

※ 月６０時間を超える時間外勤務に係る時間外勤務手当の支給割合は、深夜以外は

１５０／１００（深夜は１７５／１００）となります。 
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 期末手当・勤勉手当  

民間企業のボーナスに相当する手当です。基準日に在職する職員等に対して、

６月と１２月の年２回支給され、支給割合等は次のとおりです。 
▽期末手当・・・民間企業のボーナスの一定率（額）部分に相当 

 期末手当基礎額  ×  支給率  ×  在職期間別支給割合  

・ 期末手当基礎額 給料＋扶養手当＋（給料＋扶養手当）×地域手当支給割合 

▽勤勉手当・・・民間企業のボーナスの考課査定部分に相当 

 勤勉手当基礎額  ×  期間率  ×  成績率  

・ 勤勉手当基礎額 給料＋給料×地域手当支給割合 

 
※ ４月１日採用者の場合、６月の在職期間別支給割合（期間率）は 30/100 

 
（一般の職員）                   

支給期 基準日 支給日 
支 給 割 合 

期末手当 勤勉手当※ 合  計 

６月 ６月１日 ６月 30 日 1.225 月分 1.025 月分 2.25 月分 

12 月 12 月１日 12 月 10 日 1.225 月分 1.025 月分 2.25 月分 

計 － － 2.45 月分 2.05 月分 4.5 月分 

※ 条例上の支給割合であり、前年度の総合評価の結果に応じて、下表の支給割合が  

適用されます。 

 

（令和６年度の勤勉手当の支給割合） 

総合評価の結果 勤勉手当の支給割合 

優秀 1.087 月分 

良好（標準） 1.017 月分 

努力が必要 0.917 月分 

かなりの努力が必要 0.6 月分 

 

 その他  

その他の手当として、危険、困難等の特殊な業務に従事したときに支給される

特殊勤務手当、管理職員に支給される管理職手当、職員が退職したときに支給

される退職手当等があります。 
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４ 給与の支給 

 支給日   毎月２１日 

 

 支給方法  当月分を当月の支給日に支給します。 

・ ただし、時間外勤務手当、休日勤務手当、特殊勤務手当などの実績に    

応じて支給されるものは、当月分を翌月の支給日に支給します。 

・ また、月の中途における採用、退職などの場合は日割計算して支給します

が、扶養手当、住居手当などはその事実が生じた日の属する月の翌月（月の

初日に事実が生じたときはその月）から月額で支給します。 

 

 減 額   欠勤したとき、条例により給与を減額する旨規定されている休暇等  

（看護休暇など）を取得したときは、給与を１時間単位で減額して支給します。 

 

５ 給与関係の手続き 

ア 県では、給与関係の事務処理を総務ワークステーションに集約しており、給与

関係の届出等は、採用後に貸与されるパソコンから庶務共通事務処理システム 

＜しょむ２＞を利用して個々の職員が行うこととしています。 
イ 扶養手当、住居手当、通勤手当など職員の届出に基づき支給される手当に  

ついては、手当の支給要件となる事実が生じた日から１５日以内に所定の届出等

をする必要があります。届出等が遅延した場合は、届出等のあった日の属する月

の翌月からの支給となります。 
 

（参考） 

【給与関係の手続きに関する問合せ先】 

・扶養手当、住居手当、単身赴任手

当、児童手当の届出、認定について 

総務ワークステーション 認定班 

電話 043-350-2115 

ﾒｰﾙ  ws_nintei@mz.pref.chiba.lg.jp 

・通勤手当の届出、認定について 

・旅費について 

総務ワークステーション 旅費班 

電話 043-350-2118 

ﾒｰﾙ  ws_ryohig@mz.pref.chiba.lg.jp 

・給料、諸手当の支給について 総務ワークステーション 支給第一班 

電話 043-350-2116 

ﾒｰﾙ  ws_sikyu1g@mz.pref.chiba.lg.jp 

・しょむ２の操作方法について 総務ワークステーション しょむ２サポート担当 

電話 043-350-2111 

ﾒｰﾙ  support_ce@mz.pref.chiba.lg.jp 

 

その日が休日、土曜日又は日曜日のときは、その日前において、

その日に最も近い休日、土曜日又は日曜日でない日 
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Ⅴ 福利厚生の概要 

県では、職員の福利厚生のための事業を地方職員共済組合、（一財）千葉県職員互助
会と連携し実施しています。 
※ 教育庁に勤務することとなる場合は、公立学校共済組合及び(一財)千葉県公立学校教職員互助会へ

の加入となり、事業内容が若干異なります。 
 
地方公務員法（抜粋） 

（厚生制度）  
第四十二条  地方公共団体は、職員の保健、元気回復その他厚生に関する事項について計画を樹立し、これを  

実施しなければならない。  
（共済制度）  
第四十三条  職員の病気、負傷、出産、休業、災害、退職、障害若しくは死亡又はその被扶養者の病気、負傷、 

出産、死亡若しくは災害に関して適切な給付を行なうための相互救済を目的とする共済制度が、実施されなけれ

ばならない。  
２  前項の共済制度には、職員が相当年限忠実に勤務して退職した場合又は公務に基づく病気若しくは負傷に 

より退職し、若しくは死亡した場合におけるその者又はその遺族に対する退職年金に関する制度が含まれていな

ければならない。 

１ 地方職員共済組合について 

  地方公務員等共済組合法に基づき、全国の４６道府県の職員等により組織される

団体で、地方公務員（道府県職員）の健康保険及び年金等の事務を行っている組合

です。また、公務員の種類によって、それぞれ独立した共済組合があります。 
【参考】他の公務員の場合：国＝「国家公務員共済組合」、教育庁＝「公立学校共済組合」 

              警察＝「警察共済組合」、市町村＝「市町村職員共済組合」、等 

 

（１）事業内容 
ア 短期給付事業 

    共済組合の行う短期給付事業は医療保険制度の一つであり、民間で働く労働

者に適用される健康保険制度に相当するもので、組合員（職員）とその被扶養

者の病気、ケガ、出産、死亡又は災害などに対し必要な各種給付を行い、組合

員の生活を守ります。 
イ 長期給付事業 

    共済組合の長期給付事業は公務員の年金制度であり、組合員が一定の年齢に

達した場合や障害の状態になった場合又は死亡した場合に年金等の給付を 

行い、組合員又はその遺族の生活の安定を図ることを目的としています。 
ウ 福祉事業 

共済組合の福祉事業は、法令により組合員及びその家族の福祉の増進に資す

るために行うことができるとされている事業で、健康管理等の保健事業、宿泊

施設の運営を行う宿泊事業、住宅及び物資購入等のための貸付事業を実施して

います。 

 

《地方公務員の福利厚生制度の根拠法》 
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（２）費用負担 
共済組合の運営に要する費用は、組合員（職員）の掛金と県（事業主）の負担

金によってまかなわれています。 
【組合員が負担する掛金額】（R6.8.1 現在） 
短期掛金          標準報酬月額×49.36/1000 

標準期末手当等の額×49.36/1000 
介護掛金            標準報酬月額×8.33/1000 

標準期末手当等の額×8.33/1000 
厚生年金保険料(注)  標準報酬月額×91.50/1000 

標準期末手当等の額×91.50/1000 
退職等年金掛金      標準報酬月額×7.5/1000 
            標準期末手当等の額×7.5/1000 
   
(注) 厚生年金保険料は保険料率を組合員と県で折半して計算することになります。 

具体的には組合員掛金：標準報酬月額×保険料率（183.00/1000）÷2（小数点切

り捨て）、県負担金：標準報酬月額×保険料率（183.00/1000）（小数点切り捨て）

－組合員掛金総額＋標準報酬月額×基礎年金拠出金公的負担金率（39.60/1000）
として計算します。 

 

２ （一財）千葉県職員互助会について 

  職員が会員（任意加入）となり、相互扶助及び会員の福利厚生を図ることを目的

に法令に基づいて設立された団体で、会員は現在約 9,000 人おり、会員の福利厚生

に関する事業を各種実施しています。ぜひ、入会をご検討ください。 
（掛金は給料月額の 5/1000、給料月額 20 万円の場合、1,000 円/月） 

（１）事業内容 
  ア 短期給付事業 
    会員とその被扶養者の病気、負傷、出産、育児休業の取得、死亡又は災害等

に対して共済組合で行った給付に加えて必要な給付を行い、会員の生活を支援

します（例：結婚祝金 45,000 円、育児休業支援金 20,000 円）。 
  イ 厚生事業 

  地元Ｊリーグ・B リーグ・プロ野球チームの試合観戦、観劇会等の参加募集

や映画、芸術・文化レジャー施設、旅行等における入園・宿泊利用に対して助

成を行い、職員及び家族の教養を高めたり、余暇活動の支援をしています。 
互助会に入会することで契約施設や観劇等の支払いに利用できる利用券を 

配付いたします（令和６年度は 17,000 円分の利用券を配付、上限金額有）。 
 

（40 歳以上の職員） 

（福祉事業含む） 
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ウ 遺児奨学資金事業 
   会員の死亡により遺児となった会員の子に対し、奨学資金の援助を行います。 

  エ 慰労旅行助成事業 
   会員期間２０年、３０年の会員にそれぞれ旅行券を支給します。 

（２）費用負担 
互助会の運営に要する費用は、会員の掛金によってまかなわれています。 
会員の掛金 ＝ 給料月額×5/1000 

 
３ 独身寮･職員住宅について（知事部局所管分） 

県では通勤が困難な場合や住宅に困窮する職員のために、県下に独身寮と世帯用

の職員住宅を設置しています。 
独身寮は、各部屋にミニキッチン・浴槽などを備えたワンル－ムタイプの寮が３

施設７２室あります（千葉市、松戸市、館山市）。 
また、職員住宅は、間取りが３ＤＫの集合住宅形式の住宅が、４施設 112 戸設置

されています（千葉市（令和６年度末廃止予定）、松戸市、茂原市、館山市）。 
なお、独身寮・職員住宅は行政改革の一環として、老朽化、入居率等を勘案し、

順次廃止していくこととしています。 
※ 知事部局のほか、教育庁にも職員住宅（寮）は設置されています。 

※ 地方職員共済組合千葉県支部では、独立行政法人都市再生機構東日本賃貸住宅本部（以下、 

「ＵＲ都市機構」という。）と「組合員向け住宅確保について相互協力に関する協定」を締結

しております。これにより、ＵＲ都市機構の賃貸住宅の入居について新規で申込む際に①通常

２箇月分の敷金が１箇月分②家賃１箇月分無料（１２箇月以上の継続住居が条件）という特典

を受けることができます。 

 

４ 主なスポ－ツ大会・文化事業等 

県及び共済組合では、職員の健康増進やリフレッシュを図るため、各種スポ－ツ

大会（野球、ソフトボール、バレーボール、バドミントン、テニス、卓球、ボッチ

ャ）等のレクリエ－ション事業、健康教室等の健康関連事業を実施しています。 
また、互助会では、職員及び家族の教養を高めたり、余暇活動を支援するため、

ミュージカル・歌舞伎・コンサート等の観劇会への参加募集を行っています。 
 

５ レクリエーション・スポーツ施設の利用助成 

互助会では、会員及びその家族が必要性に応じて保養やリフレッシュのため、 

宿泊施設、映画館、プール等の契約レクリエ－ション施設の利用を選択できる  

「カフェテリアプラン」制度を実施し、利用料金の一部を助成しています。 
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また、共済組合では、組合員及び被扶養者の健康保持及び体力維持増進を図る 

ため、セントラルスポ－ツクラブ、スポーツクラブルネサンス及びアカデミア  

スポ－ツクラブと年間利用契約を締結し低料金で利用できるよう支援しています。 
 

６ 貸付制度について 

共済組合では、住宅の取得や新築・改築、物資等の購入、冠婚葬祭、入学及び   

修学等により資金を必要とする場合に貸付けを行っています。 
〔貸付の種類〕 

（１）普通貸付・・・・物資の購入等の場合 
（給料月額の６倍で 200 万円まで・有利子） 

（２）住宅貸付・・・・住宅の新築、購入、増改築、修理、土地の取得等の場合 
（勤続年数による限度額あり、最高 1,800 万円まで・有利子） 

（３）在宅介護対応貸付・・要介護者に配慮した構造を有する住宅の新築、購入、増改築の場合 
           （住宅貸付の限度額に 300 万円を加算した額まで・有利子） 
（４）一般災害貸付・・災害、盗難等損害による物資の購入等の場合 

（給料月額の６倍で 200 万円まで・有利子） 
（５）住宅災害貸付・・住宅災害による住宅の新築、改築、修理、購入等の場合 

（新規：1,800 万円まで、再貸付：1,900 万円まで・有利子） 
（６）特別貸付・・・・医療、入学、修学、結婚、葬祭により資金を必要とする場合 

（貸付事由毎に限度額あり・有利子） 
（７）高額医療貸付・・高額医療費が給付される場合（無利子） 
（８）出産貸付・・・・出産費（家族出産費）が給付される場合（無利子） 
 

７ 各種給付金（短期給付） 

〔共済組合〕 

共済組合の短期給付には、主に次のような給付があります。 

（１）保健給付 

ア 組合員及びその被扶養者がケガや病気により保険医療機関で診療を受けた

ときに、医療費の３割（小学校就学前は２割、７０～７４歳は原則２割）を  

医療機関の窓口へ支払えば、残り７割の医療費については、共済組合が負担し

医療機関へ支払います（保険適用外の診療費は除きます。）。 

イ その他の保健給付－－－出産費（家族出産費）・埋葬料（家族埋葬料）等 
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（２）休業給付 

ア 傷病手当金 

組合員が病気やケガの療養のため勤務できなくなり給料の全部又は一部が

支給されないときは、傷病手当金が支給されます。 

イ その他の休業給付－－－育児休業手当金・介護休業手当金等 

 

（３）災害給付 

ア 災害見舞金 

組合員及び被扶養者が非常災害により住居等に損害を受けたときは、災害 

見舞金が支給されます。 

イ その他の災害給付－－－弔慰金・家族弔慰金 

（４）その他の給付（附加給付等） 

組合員及びその被扶養者が医療機関の窓口で支払った医療費の自己負担額が

一定額を超えた場合に、一部負担金払戻金又は家族療養費附加金が支給されます。 

 

〔互助会〕 

互助会の短期給付には、主に次のような給付があります。 

（１）会員に対する給付 

結婚祝金・入院見舞金・出産費・育児休業支援金・死亡弔慰金・災害見舞金、

看護休暇給付金 

（２）会員の被扶養者に対する給付 

入院見舞金・出産費・死亡弔慰金・災害見舞金 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 - 31 -

８ 健康診断について 

県及び共済組合では、疾病を早期発見し職員の健康を保持増進するため各種健康

診断を実施しています。 
〔定期健康診断〕 

ア 採用時健康診断・・・新規採用職員 
イ 一般健康診断・・・・34 歳以下の職員（１日ドック対象者を除く） 
ウ １日ドック・・・・・25 歳、30 歳、35 歳、40 歳、45 歳、50 歳及び 55 歳の職員 
エ ミニドック・・・・・36 歳以上の職員（１日ドック対象者を除く） 

〔生活習慣病健康診断〕 

ア 胃がん検診・・・・・35 歳以上の希望職員 
イ 大腸がん検診・・・・35 歳以上の希望職員 
ウ 肺がん検診・・・・・50 歳以上で喫煙指数 600 以上の希望職員（本数×年数） 
エ 子宮頸がん検診・・・・希望職員（女性職員） 
オ 乳がん検診・・・・・希望職員（女性職員） 
カ 脳ﾄﾞｯｸ・がんﾄﾞｯｸ・・40 歳以上の希望職員 
キ 退職予定者人間ドック・・・60 歳以上の退職予定者で希望する職員 

 

 

〔精密（管理）検診〕 

 定期健康診断、生活習慣病健康診断の結果、精密検診が必要と認められた職員 

及び既に管理中の職員 
呼吸器１（結核）精密検診、呼吸器２（非結核）精密検診、循環器１（心疾患） 

  精密検診、循環器２（高血圧）精密検診、腎臓精密検診、肝臓精密検診、糖尿    

精密検診、貧血精密検診、高脂血症精密検診、痛風精密検診、胃がん精密検診、 
大腸がん精密検診、肺がん精密検診、子宮頸がん精密検診、乳がん精密検診 

 

〔特殊健康診断〕 

特殊業務に従事する職員 
有機溶剤業務従事職員健康診断、放射線業務従事職員健康診断、ＶＤＴ作業従事 
職員健康診断等 
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９ 各種相談事業について 

県、共済組合及び県庁生活協同組合では、職員の健康・ライフプラン等を支援  

するため、各種相談を受け付けています。 
 
（１）健康相談 

相 談 名 一般健康相談、こころの健康相談 

電 話 番 号 一般  ０４３－２２３－４６２０ 
こころの健康相談の連絡先は、総務ＷＳ健康管理班ホーム

ページで確認してください。 

相談日時等 一般   月曜日～金曜日 ９時～１１時半、１３時～１６時 
こころ 月曜日～金曜日 ９時～１２時、１３時～１７時 
祝日、年末年始、１月４日を除く。 
事前に電話で予約する。 

相 談 場 所 健康管理センター内（県庁中庁舎２階） 

担 当 者 内科医師・精神科医師・臨床心理士・保健師等 

 
（２）その他の健康相談 

相 談 名 ２４時間電話健康相談サービス（地共済健康ダイヤル） 

電 話 番 号 フリーダイヤル ０１２０－７８３２－２４ 

相談日時等 ２４時間 年中無休 無料 

相 談 内 容 健康・医療・介護・育児・メンタルヘルス・医療機関等 

相 談 方 法 電話相談 

担 当 者 医師・保健師・看護師等 

 

相 談 名 千葉県職員こころの健康相談（県内２１医療機関） 

電 話 番 号 県内 21 医療機関の連絡先は、総務ＷＳ健康管理班ホーム
ページで確認してください。 

相談日時等 相談を希望する医療機関に直接連絡し、予約する。 

相 談 内 容 メンタルヘルス 

相 談 方 法 面談 

担 当 者 精神科医師 

 
 



 - 33 -

（３）職員よろず相談 
電話：０４３－２２３－４７１０（相談日時のみ対応可能です。） 

相 談 日 時 
毎週月曜日（祝日等を除く） 
１４時～１７時 

相 談 場 所 ライフプラン相談室（ホテルプラザ菜の花２階） 

相 談 員 臨床心理士（女性） 

相 談 内 容 悩みや不安を何でも気軽に相談できる 
（相談例：職場の人間関係のこと・仕事で不安に思った

こと・家族のこと・健康のこと・金銭的なこと等） 

相 談 方 法 対面又は電話 

 
（４）セクハラ・パワハラ及び妊娠、出産、育児又は介護に関するハラスメント相談 

電話：０４３－２２３－４７１０（相談日時のみ対応可能です。） 

相 談 日 時 
毎月第１～第４水曜日（祝日等を除く）  
１４時～１７時 

相 談 場 所 ライフプラン相談室（ホテルプラザ菜の花２階） 

相 談 員 臨床心理士（女性） 

相 談 内 容 セクハラ、パワハラ、妊娠・出産・育児・介護に関する

ハラスメントについての相談・苦情 

相 談 方 法 対面又は電話 

 
（５）ライフプラン相談（生活設計相談） 

県、地方職員共済組合及び※千葉県庁生活協同組合との共催で、生涯にわたっ

て充実した生活を送るための生活設計についての無料相談を行っています。 
電話：０４３－２２３－４６０５（予約：千葉県庁生活協同組合） 

相 談 日 時 
相談日、相談時間は県庁生協 HP で確認してください。

http://www.chibakenseikyo.or.jp/hoken/hoken_lifeplan.html  

相 談 場 所 ライフプラン相談室（プラザ菜の花２階） 

相 談 員 
ファイナンシャルプランナー 
（１級ファイナンシャルプランニング技能士） 

相 談 内 容 
生命保険・医療保険等の見直し、住宅ローン、資産運用、

退職後の生活設計（セカンドライフ）等 
※ 千葉県庁生活協同組合は、千葉県庁及び県関係機関を職域とし、組合員（職員）の出資のもと

に運営されている職域生協です。店舗事業、食堂事業、共同購入をはじめ、保険事業、旅行   

事業など、組合員とその家族の生活向上を目指した事業を行っています。 
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（６）障害のある職員のサポート相談窓口 

電 話 番 号 

知事部局：０４３－２２３－３５８３ 
企 業 局：０４３－２１１－８３３５ 
病 院 局：０４３－２２３－３９６３ 
教 育 庁：０４３－２２３－４１６９ 

相 談 員 精神保健福祉相談員、一般行政職の職員等 

相 談 内 容 職場内での解決が困難な課題等 

相 談 方 法 電話相談、面談等 

 

 


